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公益社団法人 神奈川県病院協会  調査委員会
──   お      願      い 　──

１  各調査票に記入の前に、この「調査票の記入について」をお読みください。
２　共通項目(病院名、経営主体、病床数規模)は、各調査別に集計しますので、
　　お手数でもご記入ください。

３  各調査票は、平成28年1月29日(金)までにご回答をお願いします。

　　　・2回目の回収日は、2月5日(金)になります。

　・回答は、上記日程にヤマト運輸株式会社より集荷に伺います。また、調査票

は病院協会のホームページ上にも掲載しており、メールでもご回答いただけます。
４  ご質問等がある場合は、下記事務局にお願いします。    　　

　　　　
お問い合わせ

〒231-0037

             　  横浜市中区富士見町3-1　神奈川県総合医療会館4階
               　  　 　　　　公益社団法人神奈川県病院協会  事務局宛
　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　 ＴＥＬ  045-242-7221   

ＦＡＸ  045-231-1794
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 E-mail  info@k-ha.or.jp

ＵＲＬ　http://www.k-ha.or.jp/
　
病院経営分析調査　記入要領

１　　調査対象期間について　

・前年度決算の実績をもとに作成ください。

２　　調査票について

　　　
　　　●指標の算定　　指標は、収益性、安全性、機能性の３つの視点から設定。

　　　

【収益性】

	比率名
	単位
	算式

	医業利益率
	(％)
	医　　業　　利　　益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　　業　　収　　益
	×100

	
	
	
	

	総資本医業利益率
	(％)
	医　　業　　利　　益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総　 　 資  　　本
	×100

	
	
	
	

	経常利益率
	(％)
	経　　常　　利　　益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　　業　　収　　益
	×100

	
	
	
	

	　
	償却前医業利益率(補正指標)
	(％)
	医業利益＋減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　　業　　収　　益
	×100

	　
	
	
	
	

	病床利用率
	(％)
	1日平均入院患者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　許 可 病 床 数
	×100

	
	
	
	

	材料費比率
	(％)
	材　 　　料　　　 費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　　業　　収　　益
	×100

	
	
	
	

	人件費比率
	(％)
	給 　　　与　　　 費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　　業　　収　　益
	×100

	
	
	
	

	委託費比率
	(％)
	委 　　　託　　　 費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　　業　　収　　益
	×100

	
	
	
	

	経費比率
	(％)
	経　　　　　　　　費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　　業　　収　　益
	×100

	
	
	
	

	金利負担率
	(％)
	支　　払　　利　　息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　　業　　収　　益
	×100

	
	
	
	

	総資本回転率
	(％)
	医　　業　　収　　益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総　　 　資 　　　本
	×100

	
	
	
	

	固定資産回転率
	(％)
	医　　業　　収　　益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　固　　定　　資　　産
	×100

	
	
	
	

	医師(常勤＋非常勤)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人件費比率
	(％)
	医　師　給　料＋賞与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　　業　　収　　益
	×100

	
	
	
	

	看護師(常勤＋非常勤)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人件費比率
	(％)
	看 護 師 給 料＋賞与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　　業　　収　　益
	×100

	
	
	
	

	その他職員(常勤＋非常勤)　　　　　　　　　　　　　　　　　人件費比率
	(％)
	その他職員給料＋賞与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医　　業　　収　　益
	×100

	
	
	
	

	常勤医師１人当り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人件費
	(千円)
	医　師　給　料　＋　賞　与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常勤医師数＋非常勤医師数
	　

	
	
	
	

	常勤看護師１人当り　　　　　　　　　　　　　　　　　　人件費
	(千円)
	看 護 師 給 料   ＋   賞 与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常勤看護師数＋非常勤看護師数
	　

	
	
	
	

	職員１人当り　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人件費
	(千円)
	給　　　 　与 　　　　費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常勤職員数＋非常勤職員数
	　

	
	
	
	

	職員１人当り医業収益
	(千円)
	医　　　業　　　収　　　益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常勤職員数＋非常勤職員数
	　

	
	
	
	


【安全性】
	比率名
	単位
	算式

	自己資本比率
	(％)
	純　　　　資　　　　産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総　　　　資　　　　本
	×100

	
	
	
	

	固定長期適合率
	(％)
	固　 定 　資 　産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　純資産＋固定負債
	×100

	
	
	
	

	流動比率
	(％)
	流　　動　　資　　産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　流　　動　　負　　債
	×100

	
	
	
	


【機能性】
	比率名
	単位
	算式

	平均在院日数　　　　　　　　　　　　　　　(入院基本料の代表的な病棟区分)
	(日)
	在　　院　　患　　者　　延　　数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(新入院患者数＋退院患者数)×1/2
	　

	
	
	
	

	外来／入院比
	(倍)
	1日平均外来患者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1日平均入院患者数
	　

	
	
	
	

	１床当り1日平均入院患者数
	(人)
	在 院 患 者 延 数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　365日×許可病床数
	　

	
	
	
	

	患者1人1日当り入院収益
	(千円)
	入院診療収益＋室料差額等収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　在院患者延数＋退院患者数
	　

	
	
	
	

	外来患者1人1日当り外来収益
	(千円)
	外来診療収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　外来患者延数
	　

	
	
	
	

	医師1人当り入院患者数
	(人)
	1 日 平 均 入 院 患 者 数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常勤医師数＋非常勤医師数
	　

	
	
	
	

	医師1人当り外来患者数
	(人)
	1 日 平 均 外 来 患 者 数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常勤医師数＋非常勤医師数
	　

	
	
	
	


●科目の説明　　指標を算定するための勘定科目

　資産・負債の部
	区分
	勘定科目
	説明

	流動資産
	現金・預金
	【現金】現金、他人振出当座小切手、送金小切手、郵便振替小切手、送金為替手形、預金手形（預金小切手）、郵便為替証書、郵便振替貯金払出証書、期限到来公社債利札、官庁支払命令書等の現金と同じ性質をもつ貨幣代用物及び小口現金など
【預金】当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、定期積金、郵便貯金、郵便振替貯金、外資預金、金銭信託その他金融機関に対する各種掛金など。ただし、契約期間が1年を超えるものは「その他の資産」に含める。

	
	医業未収金
	【医業未収金】医業収益に対する未収入金（手形債権を含む）
【未収金】医業収益以外の収益に対する未収入金（手形債権を含む）

	
	有価証券
	国債、地方債、株式、社債、証券投資信託の受益証券などのうち時価の変動により利益を得ることを目的とする売買目的有価証券

	
	たな卸資産
	【医薬品】医薬品（医業費用の医薬品費参照）のたな卸高

【診療材料】診療材料（医業費用の診療材料費参照）のたな卸高

【給食用材料】給食用材料（医業費用の給食用材料費及び医業外給食用材料費参照）のたな卸高

【貯蔵品】(ｱ)医療消耗器具備品（医業費用の医療消耗器具備品費参照）のたな卸高(ｲ)その他の消耗品及び消耗器具備品（医業費用の消耗品費及び消耗器具備品費参照）のたな卸高

	
	その他の流動資産
	【前渡金】諸材料、燃料の購入代金の前渡額、修繕代金の前渡額、その他これに類する前渡額

【前払費用】火災保険料、賃貸料、支払利息など時の経過に依存する継続的な役務の享受取引に対する前払分のうち未経過分の金額（ただし、1年を超えて費用化するものは除く）

【未収収益】受取利息、賃借料など時の経過に依存する継続的な役務提供取引において既に役務の提供は行ったが、会計期末までに法的にその対価の支払請求を行えない分の金額

【短期貸付金】金銭消費貸借契約等に基づき開設主体の外部に対する貸付取引のうち当初の契約において1年以内に受取期限の到来するもの

【役員従業員短期貸付金】役員、従業員に対する貸付金のうち当初の契約において1年以内に受取期限の到来するもの

【他会計短期貸付金】他会計、本部などに対する貸付金のうち当初の契約において1年以内に受取期限の到来するもの

【その他の流動資産】立替金、仮払金など前掲の科目に属さない債権等であって、1年以内に回収可能なもの。ただし、金額の大きいものについては独立の勘定科目を設けて処理することが望ましい

【貸倒引当金】医業未収金、未収金、短期貸付金などの金銭債権に関する取立不能見込額の引当額

	固定資産
固定資産
	有形固定資産
	建物
	【建物】(ｱ)診療棟、病棟、管理棟、職員宿舎など病院に属する建物(ｲ)電気、空調、冷暖房、昇降機、給排水など建物に附属する設備
【構築物】貯水池、門、塀、舗装道路、緑化施設など建物以外の工作物及び土木設備であって土地に定着したもの

	
	
	備品
	【医療用備品】治療、検査、看護など医療用の器機、器具、備品など（ファイナンス・リース契約によるものを含む）

【その他器機備品】その他前掲に属さない器機、器具、備品など（ファイナンス・リース契約によるものを含む）

	
	
	土地
	病院事業活動のために使用している土地

	
	
	その他の有形固定資産
	【車両及び船舶】救急車、検診車、巡回用自動車、乗用車、船舶など（ファイナンス・リース契約によるものを含む）

【放射性同位元素】診療用の放射性同位元素

【建設仮勘定】有形固定資産の建設、拡張、改造などの工事が完了し稼働するまでに発生する請負前渡金、建設用材料部品の買入代金など

【減価償却累計額】土地及び建設仮勘定以外の有形固定資産について行った減価償却累計額

【その他】立木竹など前掲の科目に属さないもの。

	
	無形固定資産
	【借地権】建物の所有を目的とする地上権及び賃借権などの借地法上の借地権で対価をもって取得したもの

【ソフトウェア】コンピュータソフトウェアに係る費用で、外部から購入した場合の取得に要した費用ないしは制作費用のうち研究開発費に該当しないもの

【その他】電話加入権、給湯権、特許権など前掲の科目に属さないもの。

	
	その他の資産
	有価証券
	国債、地方債、株式、社債、証券投資信託の受益証券などのうち満期保有目的の債券、その他有価証券及び市場価格のない有価証券

	
	
	長期貸付金
	金銭消費貸借契約等に基づき開設主体の外部に対する貸付取引のうち、当初の契約において1年を超えて受取期限の到来するもの

	
	
	役員従業員
長期貸付金
	役員、従業員に対する貸付金のうち当初の契約において1年を超えて受取期限の到来するもの

	
	
	その他の固定資産
	【他会計長期貸付金】他会計、本部などに対する貸付金のうち当初の契約において1年を超えて受取期限の到来するもの

【長期前払費用】時の経過に依存する継続的な役務の享受取引に対する前払分で1年を超えて費用化される未経過分の金額

【貸倒引当金】長期貸付金などの金銭債権に関する取立不能見込額の引当額

【その他】関係団体に対する出資金、差入保証金など前掲の科目に属さないもの

	流動負債
	未払金
	【買掛金】医薬品、診療材料、給食用材料などたな卸資産に対する未払債務
【未払金】器械、備品などの償却資産及び医業費用等に対する未払債務

	
	短期借入金
	【支払手形】手形上の債務。ただし、金融手形は短期借入金又は長期借入金に含める。又、建物設備等の購入取引によって生じた債務は独立の勘定科目を設けて処理する
【短期借入金】公庫、事業団、金融機関などの外部からの借入金で、当初の契約において1年以内に返済期限が到来するもの
【役員従業員借入金】役員、従業員からの借入金のうち当初の契約において1年以内に返済期限が到来するもの
【他会計短期借入金】他会計、本部などからの借入金のうち当初の契約において1年以内に返済期限が到来するもの

	
	短期の引当金
	【賞与引当金】支給対象期間に基づき定期に支給する従業員賞与に係る引当金

	
	未払費用・前受収益
	【未払費用】賃金、支払利息、賃借料など時の経過に依存する継続的な役務給付取引において既に役務の給付は受けたが、会計期末までに法的にその対価の支払債務が確定していない分の金額
【前受金】医業収益の前受額、その他これに類する前受額
【前受収益】受取利息、賃借料など時の経過に依存する継続的な役務提供取引に対する前受分のうち未経過分の金額

	
	その他の流動負債
	【預り金】入院預り金など従業員以外の者からの一時的な預り金
【従業員預り金】源泉徴収税額及び社会保険料などの徴収額等、従業員に関する一時的な預り金
【その他】仮受金など前掲の科目に属さない債務等であって、1年以内に期限が到来するもの

	固定負債
	長期借入金
	【長期借入金】公庫、事業団、金融機関などの外部からの借入金で、当初の契約において1年を超えて返済期限が到来するもの
【役員従業員借入金】役員、従業員からの借入金のうち当初の契約において1年を超えて返済期限が到来するもの
【他会計長期借入金】他会計、本部などからの借入金のうち当初の契約において1年を超えて返済期限が到来するもの

	
	長期未払金
	器械、備品など償却資産に対する未払債務（リース契約による債務を含む）のうち支払期間が1年を超えるもの

	
	退職給付引当金
	退職給付に係る会計基準に基づき従業員が提供した労働用益に対して将来支払われる退職給付に備えて設定される引当金

	
	その他の固定負債
	【長期前受補助金】償却資産の設備の取得に対して交付された補助金であり、取得した償却資産の毎期の減価償却費に対する部分を取崩した後の未償却残高対応額
【その他】前掲の科目に属さない債務等であって、期間が1年を超えるもの。


損益の部

	区分
	勘定科目
	説明

	医業収益
	入院診療収益
	入院患者の診療、療養に係る収益（医療保険、公費負担医療、公害医療、労災保険、自動車損害賠償責任保険、自費診療、介護保険等）

	
	室料差額収益
	特定療養費の対象となる特別の療養環境の提供に係る収益

	
	外来診療収益
	外来患者の診療、療養に係る収益（医療保険、公費負担医療、公害医療、労災保険、自動車損害賠償責任保険、自費診療等）

	
	その他の医業収益
	【保健予防活動収益】各種の健康診断、人間ドック、予防接種、妊産婦保健指導等保健予防活動に係る収益
【受託検査・施設利用収益】他の医療機関から検査の委託を受けた場合の検査収益及び医療設備器機を他の医療機関の利用に供した場合の収益
【保険等査定減】社会保険診療報酬支払基金などの審査機関による審査減額

【その他】文書料等上記に属さない医業収益（施設介護及び短期入所療養介護以外の介護報酬を含む）

	医業費用
	材料費
	医薬品費
	(ｱ)投薬用薬品の費消額(ｲ)注射用薬品（血液、プラズマを含む）の費消額(ｳ)外用薬、検査用試薬、造影剤など前記の項目に属さない薬品の費消額

	
	
	診療材料費
	カテーテル、縫合糸、酸素、ギブス粉、レントゲンフイルム、など1回ごとに消費する診療材料の費消額

	
	
	その他の材料費
	【医療消耗器具備品費】診療、検査、看護、給食などの医療用の器械、器具及び放射性同位元素のうち、固定資産の計上基準額に満たないもの、または1年内に消費するもの
【給食用材料費】患者給食のために使用した食品の費消額

	
	給与費
	給与
	病院で直接業務に従事する役員・従業員に対する給料、手当

	
	
	賞与
	病院で直接業務に従事する従業員に対する確定済賞与のうち、当該会計期間に係る部分の金額

	
	
	その他給与費
	【賞与引当金繰入額】病院で直接業務に従事する従業員に対する翌会計期間に確定する賞与の当該会計期間に係る部分の見積額
【退職給付費用】病院で直接業務に従事する従業員に対する退職一時金、退職年金等将来の退職給付のうち当該会計期間の負担に属する金額（役員であることに起因する部分を除く）
【法定福利費】病院で直接業務に従事する役員・従業員に対する健康保険法、厚生年金保険法、雇用保険法、労働者災害補償保険法、各種の組合法などの法令に基づく事業主負担額

	
	委託費
	【検査委託費】外部に委託した検査行の対価としての費用
【給食委託費】外部に委託した給食業務の対価としての費用
【寝具委託費】外部に委託した寝具整備業務の対価としての費用
【医事委託費】外部に委託した医事業務の対価としての費用
【清掃委託費】外部に委託した清掃業務の対価としての費用
【保守委託費】外部に委託した施設設備に係る保守業務の対価としての費用。ただし、器機保守料の該当するものは除く
【その他の委託費】外部に委託した上記以外の業務の対価としての費用。ただし、金額の大きいものについては、独立の科目を設ける

	
	設備関係費
	減価償却費
	固定資産の計画的・規則的な取得原価の配分額

	
	
	その他の設備関係費
	【器機賃借料】固定資産に計上を要しない器機等のリース、レンタル料
【地代家賃】土地、建物などの賃借料

【修繕費】有形固定資産に損傷、摩滅、汚損などが生じたとき、現状回復に要した通常の修繕のための費用
【固定資産税等】固定資産税、都市計画税等の固定資産の保有に係る租税公課。ただし、車輌関係費に該当するものを除く
【器機保守料】器機の保守契約に係る費用
【器機設備保険料】施設設備に係る火災保険料等の費用。ただし、車輌関係費に該当するものは除く
【車両関係費】救急車、検診車、巡回用自動車、乗用車、船舶などの燃料、車輌検査、自動車車損害賠償責任保険、自動車税等の費用

	
	経費
	【福利厚生費】福利施設負担額、厚生費など従業員の福利厚生のために要する法定外福利費(ｱ)看護宿舎、食堂、売店など福利施設を利用する場合における事業主負担額(ｲ)診療、健康診断などを行った場合の減免額、その他衛生、保健、慰安、修養、教育訓練などに要する費用、団体生命保険料及び慶弔に際しての一定の基準により支給される金品などの現物給与

【旅費交通費】業務のための出張旅費。ただし、研究、研究のための旅費を除く
【職員被服費】従業員に支給又は貸与する白衣、予防衣、診察衣、作業衣などの購入、洗濯等の費用
【通信費】電信電話料、インターネット接続料、郵便料金など通信のための費用
【広告宣伝費】機関誌、広報誌などの印刷製本費、電飾広告等の広告宣伝に係る費用
【消耗品費】カルテ、検査伝票、会計伝票などの医療用、事務用の用紙、帳簿、電球、洗剤など1年内に消費するものの費消額。ただし、材料費に属するものを除く
【消耗器具備品費】事務用その他の器機、器具のうち、固定資産の計上基準額に満たないもの、または1年内に消費するもの

【会議費】運営諸会議など院内管理のための会議の費用
【水道光熱費】電気、ガス、水道、重油などの費用。ただし、車輌関係費に該当するものは除く
【保険料】生命保険料、病院責任賠償保険料など保険契約に基づく費用。ただし、福利厚生費、器機設備保険料、車輌関係費に該当するものを除く
【交際費】接待費及び慶弔など交際に要する費用
【諸会費】各種団体に対する会費、分担金などの費用
【租税公課】印紙税、登録免許税、事業所税などの租税及び町会費などの公共的課金としての費用。ただし、固定資産税等、車輌関係費、法人税・住民税及び地方消費税相当部分に該当するものは除く
【医業貸倒損失】医業未収金の徴収不能額のうち、貸倒引当金で填補されない部分の金額
【貸倒引当金繰入額】当該会計期間に発生した医業未収金のうち、徴収不能と見積もられる部分の金額
【雑費】振込手数料、院内託児所費、学生に対して学費、教材費などを負担した場合の看護師養成費など経費のうち前期に属さない費用。ただし、金額の大きいものについては独立の科目を設ける
【控除対象外消費税等負担額】病院の負担に属する控除対象外の消費税及び地方消費税。ただし、資産に係る控除対象外消費税に該当するものは除く
【本部費配賦額】本部会計を設けた場合の、一定の配賦基準で配賦された本部の費用

	
	その他の医業費用
	(研究研修費)
【研究費】研究材料（動物、飼料などを含む）、研究図書等の研究活動に係る費用
【研修費】講習会参加に係る会費、旅費交通費、研修会開催のために招聘した講師に対する謝金等職員研修に係る費用

	医業外

収益
	受取利息、配当金
	預貯金、公社債の利息、出資金等に係る分配金

	
	補助金収益
	【運営費補助金収益】施設設備に係る補助金、負担金
【施設設備補助金収益】施設設備に係る補助金、負担金のうち、当該会計期間に配分された金額

	
	その他の医業外収益
	【有価証券売却益】売買目的等で所有する有価証券を売却した場合の売却益
【患者外給食収益】従業員等患者以外に提供した食事に対する収益
【その他】前記の科目に属さない医業外収益。

	医業外

費用
	支払利息
	長期借入金、短期借入金の支払利息

	
	その他の医業外費用
	【有価証券売却損】売買目的等で所有する有価証券を売却した場合の売却損
【患者外給食用材料費】従業員等患者以外に提供した食事に対する材料費。ただし、給食業務を委託している場合には、患者外給食委託費とする
【診療費減免額】患者に無料または低額な料金で診療を行う場合の割引額など
【医業外貸倒損失】医業未収金以外の債権の回収不能額のうち、貸倒引当金で填補されない部分の金額
【貸倒引当金医業外繰入額】当該会計期間に発生した医業未収金以外の債権の発生額うち、回収不能と見積もられる部分の金額
【その他】前記の科目に属さない医業外費用。


●従事者の状況
　　・医師は、歯科医師(その他医療系技術者に含む)を除いてください。
　　・研修医(前期)は卒後2年目までの方、研修医(後期)は卒後3～5年目

までの方　　
　　・看護師は、正看護(常勤・非常勤)と准看護師(常勤・非常勤)と分けて

　　　記載してください。

　　・その他医療系技術者は、医師、看護師を除いた有資格者数を記入して
　　　ください。

　　　（歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、言語聴覚士、技師装具士、
歯科衛生士、診療放射線技師、診療エックス線技師、臨床検査技師、衛生検査技師、
臨床工学技士、あん摩マッサージ指圧師、柔道整復師、管理栄養士、栄養士、精神保
健福祉士、社会福祉士、介護福祉士、ケアマネジャー等）

　　・事務職員は、免許の有無にかかわらず主として事務を担当している者

　　　（医師事務作業補助者、医療クラーク、診療情報管理士を含む）　　
・その他職員は、前掲の各職種に計上されない者

（自動車運転手、ボイラー技士、電気士、調理師、機械技術者、警備員等）
　　・派遣職員については、含めないでください。
　　・常勤換算の方法
　　　　　従事者の1週間の勤務時間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　常勤換算(小数点第1位まで計上)

　　　　　病院が定めている1週間の勤務時間

●入院基本料の区分
　　・代表的な区分(入院基本料の届出において、入院患者が最も多い区分)を
病棟区分及び算定区分より各１つ選択してください。
　　　また、下記以外はその他を選択してください。　　

　　

　　　入院基本料算定状況
	病棟区分
	算定区分

	一般病棟
	7対1入院基本料
	13対1入院基本料

	
	10対1入院基本料
	15対1入院基本料

	療養病棟
	療養病棟入院基本料1
	療養病棟入院基本料2

	精神病棟
	10対1入院基本料
	18対1入院基本料

	
	13対1入院基本料
	20対1入院基本料

	
	15対1入院基本料
	

	回復期病棟
	回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟入院料1
	回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟入院料3

	
	回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟入院料2
	


　　　●患者数の状況
	項目
	備考

	在院患者延数
	病院全体及び代表的な病棟区分の、24時現在、病院に在院している患者延数

	新入院患者数
	代表的な病棟区分の数。その日のうちに退院した患者も含む。

	退院患者数
	代表的な病棟区分の数。入院してその日のうちに退院した患者も含む。

	外来患者延数
	新来、再来、往診及び巡回診療患者の区別なく、すべてを合計した数。
(同一患者が2以上の診療を受け、それぞれの科で診療録が作成された場合は、それぞれの外来患者として取り扱う)


　
学卒新規採用者初任給調査　記入要領
１　調査対象期間について　
・今年度の実績をもとに作成ください。

・該当がない(学卒者を採用していない)場合でも給与規定等により記載
できるところは記入してください。　　　
２　調査票について

(1)職　　種

　　　 ①医師について、医大卒(研修医修了後)の初任給と研修医(卒後臨床研修時)
　　　　 の初任給の給与金額を記入する。

　　　 ②ヘルパーは、ホームヘルパーやケースワーカーなどの介護専門職ではなく、

医療行為に携わる看護助手をいう。

(2)月額給与
・基準内給与と基準外給与の合計。
　　　　●基準内給与・・・月によって変動するものを除き、基本給与・調整手当・職務手当及び初任給調整手当など毎月決まって支払われる給与をいう。
　　　　●基準外給与・・・基準内給与に含まれないもので、所定労働日数を勤務した時に決まって支払われる手当で、住宅手当、食事手当、被服手当、皆勤手当及び危険手当等をいう。

    　　　　　　　　　　　※但し、扶養手当、交通費、時間外手当、夜勤手当は含まない。
　(3)予想年俸

・月額給与(合計)に１２ヶ月分(１年間)の合計を算定し、賞与を含めた
１職員当たりの年間予想給与総額。

　　　

　　　　　　(例)　 月額給与　 １年間　　賞与
(100,000円×12ヶ月)+12,000円＝1,212,000

　　　　　
２　その他 
・千円未満は、切り捨ててください。
・対象者は、常勤職員のみ。　
・医療技術職及び看護職において、最終学歴で給与が変わる場合は、
大学卒のみ記載してください。
　　　
定期昇給等調査　記入要領
１　調査対象期間について
1.実施年月　　　　　　　　・規定や実例に基づいて記入。
2.実　　績　　　　　　　　・平成27年1～12月の実績を記入。
3.モデル職種別給与月額　　・規定や実例に基づいて記入。
２　調査票について

(1) 実施年月
・定期昇給及びベースアップを実施した場合の該当年月を記入。

※遡及(過去にさかのぼって影響・効力を及ぼすこと)してベースアップを
行った場合には、遡及“もと"が実施した月となります。

　　
(例) ７月にベースアップ分を支給したが、４月に遡及して実施したもので
あれば、４月が実施した月となります。
※定期昇給及びベースアップを期中２回以上行った場合は、それぞれの
実施年月を記入してください。

(2) 実績
・全常勤職員に支給した給与総額について、平成27年及び前年の実績を記入。
●支給総額・・・源泉徴収票の支払金額の合計額
　　　　　　　　　※千円未満は切り捨て
●支給人員・・・支給総額で使用した源泉徴収票の枚数

　　　　　　　　　※常勤職員のみ
(3) モデル職種別給与月額
・看護師と准看護師を対象(モデル)として、経験年数が3年(新卒から3年目)と2年(新卒から2年目)の給与を、規定や実例等に基づいて記入。
(4) その他
・千円未満は、切り捨ててください。
・対象者は、常勤職員のみ。
常勤職員は、理事長、病院長および非常勤医師を除いてください。
なお、事務(部・局)長、看護(部・師)長など１人職も除いてください。

また、中途就職者及び中途退職者あるいは勤続１年未満の方は、常勤で
あっても除いてください。
病院給与及び労働条件調査‐第１～６表-　記入要領
１　調査対象期間について
第　１　表　　・平成27年1～12月の実績をもとに作成ください。
・年齢は、平成27年12月31日現在のものをご記入ください。

第　２　表　　・平成27年夏季及び年末賞与の実績をもとに作成ください。
第３～６表　　・今年度の手当等の実績をもとに作成ください。

・該当がない場合でも規定等により記載できるところは記入
してください。
２　調査票について
　　第1表　職種別平均給与調査
　　(1) 職種
・ケアマネ、介護福祉士、保母等、マッサージ師、歯科技工士等は「その他」
の欄を使用。
(2) 支給人員

・支給総額で使用した源泉徴収票の枚数　※常勤職員のみ
　　
(3) 年俸
①支給総額・・・職種区分ごとの源泉徴収票の支払金額の合計額。
　　　　②平均支給額・・・源泉徴収票の支給総額を支給人員数で割った平均額。

　　　　　　(例)　常勤の事務職員3人の場合

　　　　　　　　　　Ａさん 1,000,000

　　　　　　　　　　Ｂさん 2,000,000

　　　　　　　　　　Ｃさん 3,000,000

　　　　　　　　 　　　　　6,000,000(源泉徴収票の合計総額)/3(支給人員)
＝2,000,000(平均支給額)
(4) 年齢
・職種区分ごとの常勤職員の最高、最低、平均の年齢を記入してください

※但し、該当者が１名の場合は最高、最低に斜線を引き、「平均」の欄に　　

記入してください。

　第２表　夏季・年末賞与支給状況
(1) 賞与支給総額

・常勤職員に支給した夏季・年末賞与の総額。

　(2) 支給人員
・院長を除く常勤医師、事務(部・局)長及び看護(部・師)長等の１人職を除くその他常勤職員。
※賞与支給対象者として、賞与支給基準による賞与額を受けた者。
但し、役員、中途就職者、長期欠勤者、パ－ト職員は除外する。
　　　　
第３表　扶養家族手当
(1) 配偶者、被扶養者

・第1子、第2子、第3子以降の手当の金額が異なる場合は、それぞれの欄に記入してください。
・職種等により支給基準が異なる場合は、平均金額を記入してください。
第４表　看護職員の夜勤手当等（１回当りの支給額）
(1) 夜勤手当
・通常の労働時間を時差勤務する者の手当。
　　
　　(2) 三交替制
　　　　・3交代制(変則3交代制)は、「日勤・準夜勤・深夜勤」に別れシフトが組まれる勤務形態
(3) 二交替制

　　・2交代制(変則2交代制)は、「日勤・夜勤」に別れシフトが組まれる勤務形　　

　　　態
　　(4) オンコール手当(待機手当)

　・救急呼出に備えて自宅等において待機した場合に、支給される手当
第５表　医師の宿日直手当等（１回当りの支給額）
第６表　その他職種の宿日直手当等（１回当りの支給額）
・宿日直手当とは、使用者の命令によって一定の場所に拘束され、緊急電話の受理、外来者の対応、盗難の予防などの特殊業務に従事するもので、夜間にわたり宿泊を要するものを宿直といい、勤務内容は宿直と同一ですが、その時間帯が主として昼間であるものを日直といい、その勤務に対して支給される手当をいう。
※宿直と日直で金額が異なる場合は以下のとおり（　　）内に日直を記入してください。

　　　　　例：宿直（日直）→8,000円(5,000円)

※宿・日直業務以外の労働について、超過勤務手当を支給している時は、その旨をその他の欄に記入してください。

２　その他

・常勤職員は、理事長、病院長および非常勤医師を除いてください。
また、事務(部・局)長、看護(部・師)長など１人職も除いてください。

中途就職者及び中途退職者あるいは勤続１年未満の方は、常勤であっても除
いてください。(第1、2表)
　　　・夏季・年末以外で賞与がある場合は、年末に含めてください。(第2表)
・該当がない場合でも給与規定等により記載できるところは記入してください。
(第3～6表)
勤務医師年俸調査　記入要領

１　　調査対象期間について　
・平成２７年１月から１２月までの源泉徴収票をもとに作成ください。
２　　調査票について

　　　　●ＮＯ.

①無記名で結構ですが、NO.欄には一連番号を付してください。

　　　②調査票は、該当者１名につき各々１枚ずつご記入ください。

（１０名ならば１０枚必要）

　　　　　③理事長、病院長および非常勤医師を除いてください。

　④中途就職者及び中途退職者あるいは勤続１年未満の方は、常勤医師で
あっても除いてください。
●許可病床数

１２月３１日現在の病床数をご記入ください。

　　　　●本人の専門科目

専門科目欄で、その他に該当する時は（　）内に科目をご記入ください。

　　　　●年齢および性別

　　　　　　年齢は、１２月３１日現在のものをご記入ください。　

　　　　●年俸

　　　　　①1月から12月までの源泉徴収票の支払金額をご記入ください。

　　　　　②千円未満は切り捨ててください。
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